
物流（鉄道貨物）

1・革コ不一増革・＿屋畢生重畳空運塵

アメリカと日本の20フィートコンテナの運賃比牧を行うと、400h祀おいては

、日本とアメリカは内外価線差がほとんど存在しないが、1血0恥螢超える輸送

距離においては、アメリカの方が安い。ただし、日本においては、5割以内の割
引制度がある。

旦⊥垂主呈上應虐・草即ヒ障車重草屋

（1）5割以内の営業割引が届出で足りるなど従来より′物流市場の特性等をいかした

運賃設定を行っているもの’の必ずしも十分とはいえないという指摘がある。

（zI1列車輸送量等の輸送方式の違い

国土面積の相違等から、日本とアメリカでは輸送構造に違いがあるため、日本

は長径態輸送が割高になる傾向があるが、大きな要因として日米の輸送方式の差

異にあると考えられる。日本の貨物は、12フィート（最大積載量5トン）が主体

であり1列車あたりの最大輸送量が650トンである〇二方、アメリカでは、40フ

ィートが主体であり、1列車あたりの最大輸送量が3，…トンである。・この輸送

量の違いが貨物運賃に反映しているものと考えられる。また、アメリカは大壷の

コンテナを使用しているため、荷替えコストも小さい。
（3）社会資本整備の遅れ

コンテナ輸送をより効果的にするためのバレチゼーシ夢ン等、貨物の近代化に

対応した施臥－▼貨物輸送力の拡大のための社会資本が十分整備されていない。

3・日標

目　目標

弾力的運賃のさらなる導入を図るとともに、列車の畏大化くけん引重畳1，200

トン、1・300トン以上の列車本散を倍増）やコンテナの大型化を促過す＿ることに
より、輸送効率の向上を図る。

（2）点検指標

・新たな割引運賃の導入例

・新たな運賃設定の導入例

・物的労嘩生産性

．コンテナの大型化

．コンテナ貨車の車両数

・鉄道貨物輸送－トンキロに占めるコンテナトンキロの比率

．1駅当たりの・コンテナ取扱量の漁移
・列車の長大化

・老朽設備の取替え及び効率化につながる技術革新の例（コンテナ情報の自動読
み取り、列車スピードアップ）
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・ダイヤの見直し

4．具体的な対応軍

（1）規制緩和の推進

貨物鉄道に関する運賃・料金規制の一唐の緩和

・制度割引、制度割増運賃・料金について、認可制を届出制に緩和したところで

ある（7年4月）。

・“運賃観制のあり方について、物流市場の特性等を時まえ、弾力的運賃設定を可

能とする見直し案を作成し、実施する（7年度に見直し案を作成し、7年度以

降実施）。

脚　合理化・近代化の推進

・コンテナ化を推進する。

・トラック、鉄道の一貫輸送を進めるため、ピギーバック等の充実を図る。

・一貫パレチゼーションの推進により、輸送効率の向上を図る。

即　社会資本の整備

・列車の長大化に対応するため、待避線や荷役線の延伸工事など轟進める。‾

・コンテナ、特に20フイ∵トコンテナに対応した施設の整備を推進する。

・着発線荷役方式を進める等、ターミナル設備の近代砲を図る。
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V●
ノ土ネルギー（ガソリン）

L＿亙三三上屋塵・活性化阻害の現状
ガソリン価格（税抜価格）は、日本以外がほぼ同じであるのに対して、日本は

米欧価格の3倍前後になっている（93年6月時点（1ドル＝107円）で比紋）○

なお、本分野では特石法廃止等の規制緩和が既に決定されており、この方向が

打ち出された94年初以来、輸入自由化等を見越した兢争激化により、石油業界の

合理化努力が進むとともにがソリーン価格は下落を始めている。　　　　　　　√

2．高コスト構造・活総元阻害の秦由

内外価‘格差の現状、コスト分析によると、日本のガソリンの内外価格差総、

①石油会社（石油精製・元売）、特約店（卸売）及び給油所めコスト恵

⑧石油金華・特約店並びに小売店の収益構達がガソリンに偏Åていること

により生じている。

なお、特に米国と比較して我が国のガソリン価格　く税込）が高いとの指摘も

あるが、これは米国の税負担が他国に比べ大将に低いという事情が加わってい

る。

こ、れらは人件費の高さな‾どの他、以下の要因によりもたらされていると考えられ

る。

（1〉　公的規制

①．「特定石油製品輸入暫定措置謹（特石法）」に基づき、ガソリン、軽油、

灯油の輸入が事実上、椅製菓者にノ限定され、輸入品との競争が少ない。

②「揮発油限売業法」に基づき、指定地区での競争が少ない。

③　給油所等に関する保安規制等。．

（2）疎通、商慣行等

①　複腰な流通機構　‾

②　我が国の給油所は中小規模業者が多いこと（一店舗当たりの販売量が少な

い、販売促進のためのサービス過剰に陥る傾向等）

⑨l割高な物流コスト

・欧米では石油パイプライン約が整備されているのに対し、我が国は割高な

内航タンカーとタンクローリーによる小口輸送が主体

④　オイルショック時に「石油集線」に基づく行政指導に一よりガソリン独歩高

の価格体系が形成され、その後革の価格体系村維持されて畠たこと。
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輸入品との鮒促進等による市場鯛の一層の導入、給油所の細改善即よ
く1）目梯

り、石油舶間のコスト鮒の見直しや石油産業の効率化が進み、ガソリンコス

トが我が郎おける制約条件の下で醜的に見ても遜色のない水準となることを

目指す○

（幻　点検指棟
．ガソリン摘人を巡る状況（輸入量、輸入業者数等）

・給油卯構造故事を巡る状況（1店舗当たり販売量、給油所の多様牌）

．ガソリン等石油製品の価格体系

・給油所における価格表示等の改善の状況

4．具体的な対応窒

tlI　規制後恥

①焼争の促進

・特石法を廃止し、国内石油製品市掛頭人品との競争嗅る市場鯛の一層

の導入を図る（平成8年4月廃止）。

・揮発油販鰯法に基づく指定地区制離配し、競卵促適することによ。

流通の効率化を隠る（率成甘年1脚こ全て廃止）。

・揮発油販売那基づく登録制についてもガソリンスタンドの規模変鄭こつい

ての畳糾酎不要とする（舶事項とする）など手続きの簡素化を図る（

8年4月以降）。

⑧姶油所の清性化

．セルフサービス方式の姶細扱所について、安全性の閏藩に酌で、諸外国

の実施細等に留凱つつ肺を進める（7年度（肺）－9鵬目途（緒

論））。

・姶鯛政所の糾し時の立会い義務の壌和附いて、安全性の問題について

肺を進める（7年度（検討）一9年酎途（緒酎）。

脚．規制題和を促進するための支援

利子鰍リース助成等の行政による鵬蛸文凌、元元会社、事業者団体に

ょる構造改善支援。

侍流通、商慣行の見直し

事業者においては誹引条件の透明化を馴附条件を巷肘る観点から、価

格の表示、商舶示を推進するとともに、インセンティブ、事後詞釦の商慣行

の見直しを行う必要がある。

一「77－



（参考）ガソリシの価格構成

（円／l）

L

日 ‘一季 欧　 ．州 米　　 国

埠 我　 卸　 完　 備　 祐 一 す1二5 2 1．4 1．9．0－、
1 ∴原 ‾油 ′コ ．ス ＿＿ト ． く12．7） ，（12 ．3） （11．2）

・流 通 コスト及 び 小 売 マ一打 20．2 3．．3 ノ ・＿1．0　 －

税 ‾疲 ＿小　 売　 価 ‾格 61．7 2 4．7 2 0．・0

税　　　 金　　　 計 ．59．8 ． 6 8．0 3．6 ・

小 一　 売 ．． 価　 格 12ユ．畠 料 ．6
2 6．6 ．

綿考＝・小売・璃柵ほ9翻月末鯛抑年3月未）現如ものであれ轟済調査会「轟

涛報告書物価恥、加地「料乱m駄mmYJ．0軋咄即的即
位的訂」による。

2・税金鹿っいて臥曜油税制概」など石油咄科による．

・ほ這コス寸及び小売ヤージンについては島本は通商産秦省一塙漁期軋、塞臥欧州

は石油連盟・r米取締憫査報告軋、「欧州石油事情館主報尊書による。

4・右油連盟曙漁業界の推移⊥（平成元年版）により、原油コストを算定した．
5・欧州はイギリス、フランス、ドイツを平均したものr

6・為替レート臥1ドル可耽側臥1ボンドー1紘36臥17壷ンー1乳糾円、1マル
ター65・0円．（199時6月あ平均レート），、

t日本のガ再ン備格臥原油輪入価櫓がほか定である十方で、鋼年1舶来10円下落
して剛、9時10月糊込で115・網′l、我鼓で55．5円／丘である。

＼

ェネルギー（電力）

L声コ不・ト韓皐＿・＿率徳化腫革や層遡

電力料金は家庭用、産業用とも日本の方が割高であ殊、アメリカ、イギリス、ド

イツ、フランスに対して1．3～1．8倍となっている（94年9月時点ぐ1ドル＝lpO

円）で比較）。

2．高コスト構造・活性化阻害の要因

①　資本費

・高い電力需要の伸びに対応するため、新規の設備投資の割合が高く、設備の

平均年齢が若くなっており、資本費を増大させている。

・冷房需要の増大等により、夏季の需要ピークが尖鋭化し、各国に比べ負荷率

が低く設備の利用効率が低下。

・資材・建築コストや土地関連コストが高い。

⑳　燃料費

・輸入燃料への依存度が高く、燃料輸送コスト等がかかることから、安価な国

内資源のある国に比べて燃料費が轟い。

・クリーンエネルギーとして液化天然ガスや石油でも低硫貴油種を使用。

③　送電コスト

・送電線のルート確保の難しさから限られた用地の中で鉄塔の大型化や、安全

対策を考慮した強度の必要性、電源の遠隔化に伴う送電線の長距離化・通過

ルートの制約があり、コスト高要因。

・宵要家側の要望に対応して、欧米に比べ高品質の電気が供給されている。

・各国に比べ我が国の貸金水準が高いことが、電気事業についても高コストの

要‾因。

（備考）

電気事業の公益的性格、安全確保等のため、電気事業法により各国と同種の

競制が行われている。平成7年4月の法改正により、参入規制については、

発電即弓への新規参入の拡大等が行われ、料金規制については負荷平車祖廟

連料金について個別認可制から各種約款届出制へ緩和された。
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3．．目標

（1）目標

低廉な電力供給を確保するため、発電部門への新規参入の拡大、負荷平準化対

策の推進、料金規制の改巷等による効率化を目指す。

脚・点検指標

・入札による卸発電事業への新規参入規模

・負荷平準化のための選択約款による負荷の移行規模　　　　　、

・負荷率

・蓄熱式空調システムの普及の状況

4．具体的な対応策

（1）規制緩和

①　発電部門等における新規参入の拡大

・卸電気事業に係る轟可を原則撤廃するとともに一般電気事業者の電源淘遠に

ついて入札制度を導入する（「改正電気事業法」（平成丁年12月1日施行））。

・卸託送について、通商産業大臣が指定する電気事業者に皐る約款の策定、届

出、公表等に係る規定を整備する（「改正電気事業法」（平成7年12月1日

施行））。

・需要家への直接供給に係る参入条件の整備を図るため、再開発地域等特定の

供給地点における需要に応じ、自ら保有する設備により電気を供給する事業

を可能とする特定電気事業制度を創設する（「改正電気事業法」（平成7年

12月1日施行））。

・一建物内の供給、二地方公共団体の他部門への供給及び自社の社宅に対する供

給については、自家発自家満蒙と同様の扱いとし、特定供給に係る許可を不

要とする（「改正等気事業法」（平成7年12月1日施行））。

②　料金規制の改善

・電気料金については、事業者の自主的な経営効率化を促すため、料金を透明

性を確保し、′総括原価方式の枠組みを維持しつつ、事業の特性を塔まえたヤ

ードスティック方式（各事業者の経営に係る許婚積を比餃し、効率化の度合

いに応じて査定に格差を設ける方式）等を導入する▼＿（「改正電気事業法」施

行後）。　●

・負荷平準化等に資する電気料金について、個別認可制から需要家由幅広い選

択を可能とする各種メニュー（遷択約款）の届出制に移行する（「改正電気

事業法」（平成7年12月1日施行））。
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③　保安規制の合理化

・電気工作物に係る工事計画認可・届出、使用前検査、溶接検査及び定期検査

について、審査及び検査の簡素・合理化を図る（「改正電気事業法⊥（平成

7年12月lE】施行））0

脚　その他

①DSMの強力な推進等による夏斯冷房需要のどこヶシフト等負荷平準化対’策

の搾進

・蓄熱式空調システム、ガス冷房等の普及、民生用電気料金制皮の多様化0

②　コスト削減のための技術革新

・電力貯蔵技術の開発推進等○

⑧　検針・集金の効率化
・検針・集金に係る業務の効率化方策についての検討。

一　◎　燃料費淘整制度の導入

・・為替・レートや原油価格に左右される燃料貴の変動を外部化し、これらの変動

を迅速に価格に反映（「改正電気事業法」施行後）0

⑧　経営効率化計画の策定

・・電気事業者は中長期的な取組や目臥毎年の経営方針や、これを受けた設備

投資の合理化自壊、各種の葉蘭計画等をとりまとめ、経営効率化計画として

毎年度公表。

なお＼経営効率化計画は、電気事業者の自主的取組を示すものとして創意

工夫が最大限発律されるべきであり、その内容は規制当局が直接関与すべき

性格のものではない○
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